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はじめに 

 建築物は、市民生活の基盤であるとともに都市を形成する重要な要素であります。 

 都市を形成する上で重要な位置にある建築基準法は、昭和 25年に制定されて以来、 

時代の要請に合わせて多くの改正がなされ、その内容は複雑多岐になってきております。 

そのため建築の実務を的確に遂行することは、必ずしも容易なことではなくなってきており

ます。また、健康で快適な「まちづくり」を求める市民の要望に答える意味においても、建

築基準法の果たす役割は極めて大きく、広く市民が期待しているところでもあります。 

 本取扱基準は、建築確認の審査を行ううえで、条文の解釈・運用に不統一が生じることが

ないよう、一定の統一的見解を示し、本市の審査基準として位置づけたものです。 本書が

建築の実務に携わる多くの方々に積極的に活用され、建築実務の適切かつ円滑な執行の一助

となり、建築物の安全や市街地環境の整備改善に資することを期待しております。 

平成 22 年８月 

川崎市まちづくり局長 
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第１章 総則 

1-1 機械式駐車場の取扱いについて 
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1-3 車両を利用した工作物の取扱いについて 

1-4 ビニールハウスの取扱いについて 

1-5 長屋及び共同住宅に関する取扱いについて 

1-6 特殊な形式の倉庫の取扱いについて 

1-7 サービス付き高齢者向け住宅の取扱いについて 

1-8 メゾネット型共同住宅の住戸内の階段の取扱いについて 

1-9 法第２条第８号に規定する防火構造の屋内側の仕上の範囲に

 関する取扱いについて 

1-10 住宅供給に係わるメニュー方式の取扱いについて 

1-11 床面積の算定方法、小屋裏物置等、建築面積の算定方法並びに

 高さ及び階数の取扱いについて 

1-12 屋外階段の面積等の取扱いについて 
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１－１ 機械式駐車場の取扱いについて 

標記について、次の各号のいずれかに該当するものを建築物として取り扱うこととする。

 屋根及び柱若しくは壁を有するもの

 他の建築物と一体（建築物の屋根、ベランダ、バルコニー等の下部に設置される

ものを含む。）であるもの

 高さ８メートル（設置面から装置上端部までとする。）を超えるもの

＜高さの算定例＞

G.L. 

高

さ

断 面 図 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 231 号 昭和 60年９月 12日 建築局長 

改正 ３川建指第 131 号 平成３年５月 13日 建築局長 

改正 16 川ま指第 487 号 平成 16年８月 25日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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１－２ 小規模な倉庫の建築基準法上の取扱いについて

標記について、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基準として

制定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。 

なお、この基準以外に本市独自の取扱いはありません。 

<改正経過> 

制定  28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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１－３ 車両を利用した工作物の取扱いについて

標記について、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基準として

制定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。 

<改正経過> 

制定  28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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１－４ ビニールハウスの取扱いについて

標記について、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基準として

制定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。 

なお、この基準以外に本市独自の取扱いはありません。 

<改正経過> 

制定  28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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１－５ 長屋及び共同住宅に関する取扱いについて

長屋及び共同住宅の用途の判断は、次に掲げる判断基準によるものとする。 

１ 長屋に関する用途の判断基準 

長屋とは、２以上の住戸を有する建築物で隣接する住戸が開口部のない壁又は床を共

有し、かつ、建築物の出入口から住戸の玄関に至る階段、廊下等の共用部分を有しない

ものとする。 

なお、重層長屋についても、長屋の１形態として取り扱うものとする。 

２ 共同住宅に関する用途の判断基準 

共同住宅とは、２以上の住戸を有する建築物で、かつ、建築物の出入口から住戸の玄

関に至る階段、廊下等の共用部分を有するものとする。 

※ 以下の事例のように、台所、便所、浴室等が設備された住宅としての用途機能を

満足する部分が２までのものは、一戸建ての住宅として取り扱うことができるもの

とし、３以上のものについては、原則として共同住宅として取り扱うものとする。 

≪一戸建て住宅の二世帯利用等の事例≫ 

・玄関は共有するものの、台所、便所、浴室等が世帯ごとに分離されている住宅 

・玄関を共有せず各世帯の使用部分が基本的に分離しているもので、内部ドア又は屋内

階段を共有するなど、住宅内部で相互に行き来できる住宅 

附 則 

なお、これに伴い平成６年１月 31 日付け５川建指第 863 号及び昭和 59 年 12 月 10 日

付け 59 川建指第 239 号の２は、廃止する。 

<改正経過> 

制定 ８川建指第 484 号 平成８年７月 30日 建築局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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１－６ 特殊な形式の倉庫の取扱いについて

１ ラック式倉庫については、別記に基づいて取り扱うものとする。 

２ 多層式倉庫については、人が作業可能な部分を通常の床として階数の算定を行い、こ

れに基づいて法を適用する。 

３ ラック式と多層式を複合した形式の倉庫については、１及び２の取扱いを勘案し、判

断されたい。 

（別 記） 

ラック倉庫（立体自動倉庫）の取扱い 

第１ 階数の算定について 

当該部分の階は１とする。 

第２ 床面積の合計の算定について 

１ 法第３章（第５節及び第８節を除く。）の規定を適用する場合の床面積の合計の算

定については、当該部分の高さ５メートルごとに床があるものとして算定する。 

２ 前項以外の場合の当該部分の床面積の合計の算定については、当該部分の階数を１

として算定する。 

第３ 形態による構造制限 

 本建築物の構造は、当該部分の高さ及び床面積の合計（第２第２項の規定による。）

に応じて次の表による。ただし、軒高が 10 メートルを超えるもので令第 109 条の３

第１号に掲げる技術的基準に適合する準耐火建築物とするものにあっては、当該部分

の外周に配置される主要構造部である柱は耐火構造としなければならない。

 当該部分の床面積の合計（単位 平方メートル） 

500 

未満 

500 以上 

1,000 未満 

1,000 以上 

1,500 未満 

1,500 

以上 

当該部分の 

高   さ 

（単位 

メ－トル） 

10 未満 

10 以上 

15 未満 

15 以上 

第４ 危険物を収納する場合の構造制限 

 令第 116 条の表に指定する数量以上の危険物を収納するものは、耐火建築物又は準

耐火建築物又は令第109 
条の３第１号に掲げる技術 
的基準に適合する準耐火建 
築物

耐火建築物又は
準耐火建築物

第１章 総則 

（法第２条） 
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耐火建築物としなければならない。 

第５ 防火区画について 

１ 令第 112 条の第１項から第６項までの適用にあっては、同条第１項第１号に掲げる

建築物の部分とする。 

２ 当該部分の高さ 15メートルを超えるものにあっては、令第 112 条第 10 項の例によ

り防火区画する。 

３ 当該用途部分と他の用途部分は、令第 112 条第 17 項の例により防火区画する。 

第６ 開口部の防火措置について 

 外壁に設ける開口部は、法第２条第９号の２ロに規定する防火設備とする。 

第７ 避難施設等について 

１ 当該部分には、原則として直通階段、避難階段、特別避難階段、非常用の照明装置、

非常用の進入口及び非常用のエレベーターの設置を要しない。 

２ 排煙設備については、当該部分が令第 126 条の２第１項第４号又は平成 12 年建設

省告示第 1436 号第４号に掲げる基準に適合する場合は設置を要しない。 

第８ 構造計算のうち積載荷重について 

１ 当該部分の積載荷重は、積載物の種類及び各棚の充実率の実況に応じて計算する。 

２ 各棚は、応力及び外力の種類に応じて次の表によることができる。 

応力の種類 荷重及び外力につ
いて想定する状態

 ラックの充実率
（単位パーセント）

 備       考

長期の応力  常    時         100 

短期の応力

 積  雪  時         100 

 暴  風  時         80 
建築物の転倒、柱の引抜
等を検討する場合は、50
としなければならない。

 地  震  時         80 

第９ 荷役運搬機械について 

 もっぱら荷役運搬の用に供する特殊な搬送施設は、法第２条第３号に該当する昇降

機とはみなさない。

第１０ 屋外設置のラックについて 

 当該ラックが屋外に設けられ上部に屋根のない場合でも、高さが８メートルを超え

るものは建築物として本規定を準用する。 

第１章 総則 

（法第２条） 
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（注） 

１ 令第 109 条の３第１号に掲げる技術的基準に適合する準耐火建築物の外壁は、自立

するのが原則であるから鉄骨に耐火パネルを取り付ける場合は、外壁を支持する構造

耐力上主要な柱には耐火被覆を行わなければならない。 

２ 別記の第２の「床面積の合計の算定」の当該部分の床面積とは、ラック部分全体の

床面積をさし、スタッカークレーンの移動部分も含む。

３ 別記の第５第３項の「当該用途部分」には、原則として作業部分を含まない。すな

わち、物品保管スペースと作業スペースがある場合には、原則として区画しなければ

ならない。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年 2月 12 日 建築局長 

改正 ５川建指第 293 号 平成５年７月６日 建築局長 

改正 ５川建指第 757 号 平成５年 12月 21 日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年 6月 12 日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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１－７ サービス付き高齢者向け住宅の取扱いについて

標記について、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基準として

制定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。 

<改正経過> 

制定  28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3 月 22日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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１－８ メゾネット型共同住宅の住戸内の階段の取扱いについて

標記については、避難上重要な施設であり主要構造部として取扱うこと。

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

第１章 総則 

（法第２条） 
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１－９ 法第２条第８号に規定する防火構造の屋内側の仕

上げの範囲に関する取扱いについて

 標記について、今般、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基準

として制定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。 

第１章 総則 

<改正経過> 

制定 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

（法第２条） 
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第１章 総則 

（法第２条） 
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１－１０ 住宅供給に係わるメニュー方式の取扱いについて 

１ 本取扱いにおけるメニュー方式とは、住宅の間取り、設備、仕上げ等選択性を持た

せたもので、次に適合するものをいう。 

 原則として主要構造部が、耐火構造であるもの。 

 建築物の用途は、共同住宅又は店舗若しくは事務所併用共同住宅であるもの。 

 建築物の配置、形態、規模、構造及び外部仕上げが、確定しているもの。 

 各住戸の区画の位置及び構造が、確定しているもの。 

 各住戸内の炊事室、便所及び浴室の区画（炊事室にあっては、たれ壁による区画を

含む。）の位置、構造並びにこれらに設けられる設備の配置が、確定しているもの。 

 炊事室等内装制限を受ける部分の仕上げ材料が、確定しているもの。 

 変更後の間取りが、あらかじめ用意された複数の計画（以下「メニュープラン」と

いう。）の中から選択されるもの。 

 メニュープランによりし尿浄化槽の処理対象人員が異なる場合は、し尿浄化槽の

人員算定は最多人員によるもの。 

２ メニュー方式による建築確認申請時の手続きは、次による。 

 建築確認申請書にすべてのメニュープランに係わる平面図を添付すること。 

 メニュー方式の確定予定時期を含めた工程表を添付すること。 

 建築確認申請書中第３面 18 欄「その他必要な事項」にメニュー方式である旨の記

入をすること。 

 建築主事による建築確認は基本プランを確認することとし、基本プランの平面図

に「確認済」のゴム印の押印又は記入を行い、メニュープランについては「参考図

－メニュープラン」のゴム印の押印又は記入をすること。 

３ メニュープラン確定時の手続きは、次による。 

 メニュープランは、躯体工事完了までに確定し、所定の手続きを木工事完了まで

に行うこと。 

 メニュープランの確定に係わる手続きは、法第12条第5項の報告をもって行うこと。 

４ 完了検査時における取扱いは、次による。 

 完了検査申請書は、メニュープラン確定時の手続きを完了したものでなければ受

理しない。 

第１章 総則 

（法第６条） 
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 仮使用の認定は、原則として認めない（店舗等併存の場合は従来どおりとし、住

宅部分が未完成の場合は認められない）。 

附 則 

（施行期日） 

この取扱いは、昭和 60年９月５日から施行する。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 231 号の２ 昭和 60年９月 12日 建築局長 

改正 ５川建指第 293 号 平成５年７月６日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

改正 17 川ま指第 1116 号 平成 18 年４月１日 まちづくり局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第６条） 
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１－１１ 床面積の算定方法、小屋裏物置等、建築面積の算定方法 

並びに高さ及び階数の取扱いについて

 標記について、今般、神奈川県建築行政連絡協議会においてその取扱いを県内統一基

準（「神奈川県建築基準法取扱い基準‐面積、高さ及び階数等の算定方法‐」）として制

定したので、今後、この基準により取り扱われるよう通知します。

第１章 総則 

（法第９２条、令第２条） 

<改正経過> 

制定 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 
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１－１２ 屋外階段の面積等の取扱いについて

標記について、下図に示す形態の屋外階段は、次により取扱われたい。 

１ 床面積の算定については、次による。

 開放率の算定に関する周長の算定については、ハッチ部分は対象外とする。 

周長の算定例    周長＝２（ａ＋ｂ） 

 階段と廊下の間に壁柱がある場合、壁柱の内側の廊下部分は、床面積に算入する。 

２ 令第 120 条、第 123 条等の規定に関する階段の範囲については、ハッチ部分を階段の

部分に含むものとする。なお、歩行距離の算定にあたっては、居室の出口（Ｏ1 ）か

ら階段までの距離は、Ｏ1 からＯ2 までとする。 

３ 廊下及び階段の幅の規定は、ハッチ部分は両者それぞれの規定のうち最大の幅を適用

する。

<改正経過> 

制定 ２川建指第 1122 号平成３年３月 28 日建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号平成 13 年６月 12 日まちづくり局長 

第１章 総則 

（法第９２条、令第２条） 

Ｏ1 

Ｏ2

ｂ

避難方向
ａ

Ｏ1 

（図）

住  戸 住  戸
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第２章 単体規定 

2-1 令第 46 条表１軸組の種類（１）「木ずりその他これに類するもの」

の取扱いについて 

2-2 第 25 条及び第 61 条の規定に基づいて軒裏を防火構造とする場合

の鼻隠し及び破風の措置について 

2-3 令第 126 条の２第２項の取扱いについて  

2-4 不燃性ガス消火設備を設けるコンピュータールーム、データ保管

室等の排煙設備の設置の取扱いについて 

2-5 開放式階段及び開放式片廊下における非常用の照明装置設置の

取扱いについて 

2-6 令第 129 条の 13 の２（非常用の昇降機の設置を要しない建築物）

第３号かっこ書の解釈について 
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２－１ 令第 46 条表１軸組の種類（１）「木ずりその他これに類す

るもの」の取扱いについて 

標記について、ラスモルタル塗は「木ずりその他これに類するもの」として、倍率 0.5

を適用して差し支えないものとする。 

第３章 道路関係規定 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

30mm 前後 

① ② ③ ④

① モルタル  ② ワイヤーラス  ③ 防水紙

          ラスシート

④ 厚さ  9mm 

  幅   90～120mm 

  釘   2 本打 

第２章 単体規定 

（法第 20条、令第 46 条） 

ラスモルタル塗り 



Ⅱ- 3

２－２ 第25条及び第61条の規定に基づいて軒裏を防火構造とする

場合の鼻隠し及び破風の措置について

標記については、次の各号のいずれかとすること。

１ 軒裏（外壁）の防火構造に準じた構造とする。

２ 仕上げ材を不燃材料とする。

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

第２章 単体規定 

（法第 24条、法 25条、法 62条） 
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２－３ 令第 126 条の２第２項の取扱いについて

標記については、増築する場合の既存部分に適用されたい。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

第２章 単体規定 

（法第 35条、令第 126 条の２） 
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２－４ 不燃性ガス消火設備を設けるコンピュータールーム、 

データ保管室等の排煙設備の設置の取扱いについて

標記について、在室者が少なく避難が容易で、不燃ガス消火設備の起動制御等が適切に

行えると判断されるものは、平成 12年建設省告示第 1436 号第４号ロに掲げる基準に適合す

る通信機械室に類する建築物の部分として取扱われたい。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

第２章 単体規定 

（法第 35条、令第 126 条の２） 
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２－５ 開放式階段及び開放式片廊下における非常用の照明装置設

置の取扱いについて

１ 開放式片廊下

直接外気に接する開口部が次に該当し、かつ、採光上有効に開放されているものは、

非常用の照明装置の設置を要しない。

 開口部の上端は天井面に接するものとし、排煙上支障がある下り壁、はり等の突出

のないもの

 壁は、腰壁程度であるもの

２ 開放式階段

直接外気に接する開口部が次に該当し、かつ、その１方が採光上有効に開放されてい

るもの(３方が壁で囲まれる場合は少なくとも１方が開放されているもの)は、非常用の

照明装置の設置を要しない。

 開口部の上端は天井面に接するものとし、排煙上支障がある下り壁、はり等の突出

のないもの

 壁は、腰壁程度であるもの

 開口部の幅は、両側壁面の間隔としたもの

<改正経過> 

制定 61 川建調第 211 号 昭和 61年９月 30日 建築局長 

開放を要しない

開
口
部

壁

等

DOWN 

UP 

排煙上支障ある

下がり壁は設けない

腰壁程度

第２章 単体規定 

（法第 35条、令第 126 条の４） 
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２－６ 令第 129 条の 13 の２（非常用の昇降機の設置を要しない建

築物）第３号かっこ書の解釈について 

非常用エレベーターは、火災時に逃げ遅れた在館者の救出活動及び消火活動を安全かつ

迅速に行うことを目的として設置するもので、火災の初期には高層部の在館者の避難にも利

用される場合がある。このため高さ 31メートルを超える建築物には原則として非常用エレ

ベーターの設置が義務付けられているが、令第 129 条の 13 の２第３号は 100 平方メートル

以内ごとに小区画をすることにより延焼の防止を図り、火災を局部的なものに抑え、避難、

救助、消火活動等に要する時間を確保することができる建築物については、非常用エレベー

ターの設置を免除することを認めている。 

したがって、この小区画には、高度な防火性能（具体的には令第 112 条第１項から第６

項までの面積区画と同等の性能）が要求され、防火区画の一部を構成する開口部にも常閉機

能又は煙感若しくは熱感連動閉鎖機能を有する特定防火設備が求められる。 

しかし、開口面積が小さい開口部（１平方メートル以内）については、避難、救助、消

火活動等に支障をきたさない範囲内で、法第２条第９号の２ロに規定する防火設備の使用が

認められており、その閉鎖機能については特定防火設備と同様に令第 112 条第 18 項第１号

イ、ロ及びニに掲げる要件を満たす必要があるが、開放性の高い廊下に面する場合に限り、

閉鎖機能は要求しないものとする。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年 6月 12 日 まちづくり局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

第２章 単体規定 

（法第 35条、令第 129 条の 13 の２） 
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第３章 道路関係規定 

3-1 法第 42条第２項ただし書の取扱いについて

3-2 都市計画法第 29 条の許可に伴う道路の拡幅部分と建築基準法上の接道

義務規定の取扱いについて

3-3 道路と敷地との間にある水路等に橋などが設けられている場合の建築

物の敷地と接道義務規定について
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３－１ 法第 42条第２項ただし書の取扱いについて 

１ がけ地に沿う場合

原則として、中心振り分けとする。

２ 川に沿う場合

川の幅が１メートルを超えるものにあっては、原則として片寄せとする。

（幅が１メートル以下の水路等については、道路の一部として扱う。）

３ 線路敷に沿う場合

片寄せとする。

<改正経過> 

制定 60 川建調第 290 号 昭和 60年 10月９日 建築局長 

第３章 道路関係規定 

（法第 42条） 
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３－２ 都市計画法第 29 条の許可に伴う道路の拡幅部分と建築基

準法上の接道義務規定の取扱いについて

都市計画法第29条の許可に伴い接続道路（既存道路）に沿って開発区域内に道路の拡幅部

分（以下「道路拡幅部分」という。）を設けた場合の建築基準法（以下「法」という。）上の

接道義務規定については、次により取扱うこととする。 

１ 敷地と道路の関係 

(1) 開発工事完了の公告後 

道路拡幅部分は、開発工事完了の公告の翌日以降、法第 42条第 1項第 1号又は第

2号の道路部分として扱うことができるため、建築物の敷地は、道路に接すると解釈

できる。 

(2) 開発工事完了の公告前 

ア 開発工事完了の公告前であっても、道路拡幅部分が接続道路と合わせて整備が

完了し、一般に供用が開始されていれば、道路拡幅部分は、法第 42条第１項第２

号の道路部分として扱うことができるため、建築物の敷地は、道路に接すると解

釈できる。 

イ 道路拡幅部分の整備が完了しておらず、一般に供用が開始されていない場合は、

道路拡幅部分は、法第42条第１項第２号の道路部分として扱うことができないため、

建築物の敷地と接続道路との間に道路拡幅部分の土地が介在することとなり、建築

物の敷地は、道路に接していないこととなる。したがって、建築確認申請において、

道路拡幅部分が法第 42 条第１項第４号の指定を受けていること又は法第 43条第２

項の許可又は認定を得ていることが必要となる。（図1参照） 

第３章 道路関係規定 

（法第 43条） 
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２ 道路拡幅部分の法第 42 条第１項第４号の指定 

開発工事完了の公告前に道路拡幅部分の法第42条第１項第４号の指定を行う場合は

都市計画法第 37 条第１号に規定する建築制限解除の承認通知後を原則とする。指定に

際しては、建築指導課は開発担当部局及び建築主事との連絡調整を行うこと。 

なお、法第 52 条第１項の規定を適用する場合は、当該指定部分を含めた前面道路の

部分のみをもって、同項に規定する前面道路の幅員とするのではなく、申請敷地の周

辺の道路幅員の状況を考慮のうえ、同項の前面道路の幅員の判断を行うこと。 

３ 法第 43 条第２項第２号の許可 

開発工事完了の公告前に道路拡幅部分の空地を建築基準法施行規則第10条の２の２

第３号に該当するものとして法第 43 条第２項第２号の許可を行う場合は、都市計画法

第 37条第 1号に規定する建築制限解除の承認通知後を原則とする。 

許可に当たっては、「建築基準法第 43 条第２項第２号許可に係る川崎市建築審査会

包括同意基準」第６条に該当するものとして、処理することが出来るものとする。 

6ｍ 

<改正経過> 

制定 11 川ま指第 471 号 平成 11年８月 24日 まちづくり局長

改正 16 川ま指第 487 号 平成 16年 10 月１日 まちづくり局長 

改正 23 川ま情第 867 号 平成 23年７月８日 まちづくり局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年 3月 30 日 まちづくり局長 

建築敷地 建築敷地

6ｍ 4ｍ 接続道路

申請敷地

道路拡幅部分

開発区域

申請敷地

後退用地

4ｍ 前面道路

【開発許可を受けた敷地の場合の例】

図 1 

※ 開発許可を受けた敷地の場合、申

請敷地と接続道路との間に道路拡

幅部分の土地が介在することとな

り、申請敷地は、道路に接していな

いこととなる。 

図 2 

※ 川崎市建築基準条例第６条第１

項第１号適用の場合、申請敷地は

前面道路に接した状態で公共の用

に供する空地（後退用地）を整備

する規定となっている。 

【参考 川崎市建築基準条例第 6 条
第 1 項第 1 号適用の場合の例】

第３章 道路関係規定 

（法第 43条） 
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３－３ 道路と敷地との間にある水路等に橋などが設けられている

場合の建築物の敷地と接道義務規定について

１ 法第 43 条における取扱い 

道路と建築物の敷地との間に水路等が存在し、建築基準法令の規定に基づいた接道長

さを有する幅員の橋を設け、かつ、当該橋の部分について河川法第24条又は川崎市下水

道条例第21条の規定に基づく土地の占用の許可を受けたものは、当該橋の部分を建築物

の敷地とみなして、建築物の敷地は道路に接するものと取り扱うこととする。 

この場合において、当該橋の部分は、建築物の敷地面積に算入しないものとする。 

〔考え方〕 

第３章 道路関係規定 

（法第 43条） 

4m 

2m 敷地

水路等

橋
6m 

6m 

水路等 

大規模建築物 
(1,000 ㎡超) 

橋

法第 43 条第１項の規定を満足する。 条例第６条第１項の規定を満足する。 
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２ その他の取扱い

接道規定以外の規定の適用は次による。

 外壁の後退距離の取扱い

敷地と水路等との間の境界を道路境界線とし、川崎都市計画における外壁の後退

距離の限度の適用を受けるものと扱う。

 道路斜線の取扱い

道路斜線制限を受けるものとし、前面道路の境界線は敷地と水路等との間の境界

とし、道路幅員は道路＋水路等の和とする。（平成８年５月 29 日付け建築局長通知

８川建指第 191号の取扱い事例 による。）

 隣地斜線の取扱い

道路斜線制限を受けるため、隣地斜線制限は受けないものとする。

 北側斜線の取扱い

道路に接していると解して、道路の反対側の境界線からの制限を受けるものとする。

 日影規制の取扱い

敷地境界線は敷地と水路等との間の境界とする。

なお、令第 135 条の 12 第１項第１号の適用については、「道路＋水路等」を「道

路、水面、線路敷その他これらに類するもの」とみなす。 

<改正経過> 

制定 11 川ま指第 471 号 平成 11年８月 24日 まちづくり局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

第３章 道路関係規定 

（法第 43条） 
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第４章 用途地域関係規定 

4-1 法別表第２（い）項第６号に規定する「老人ホーム、保育所、福祉ホー

ムその他これらに類するもの」及び同表（は）項第４号に規定する「老

人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類するもの」の取扱いに

ついて

4-2 法別表第２（い）項第８号に規定する「診療所」の取扱いについて

4-3 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用長屋住宅の兼

用部分及び第二種低層住居専用地域又は第一種中高層住居専用地域内

に建築することができる事務所兼用長屋住宅の事務所部分の床面積の

取扱いについて

4-4 令第 130条の３第２号の規定の取扱いについて

4-5 令第 130条の３第６号に規定する「その他これらに類する施設」の取扱

いについて

4-6 法別表第２（は）項第６号、同（へ）項第４号、令第 130 条の５第３号、

令第 130条の５の５第３号、令第 130 条の７の２第３号若しくは第４号

又は令第 130 条の８に規定する階の制限の取扱いについて

4-7 ガソリンスタンドの取扱いについて
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４－１ 法別表第２（い）項第６号に規定する「老人ホーム、保育所、

福祉ホームその他これらに類するもの」及び同表（は）項第４

号に規定する「老人福祉センター、児童厚生施設その他これら

に類するもの」の取扱いについて

１ 法別表第２（い）項第６号に規定する「老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これら

に類するもの」については、居住のための施設としての継続的入所施設、近隣住民に必

要不可欠な通園施設であるものとして、次の表ア欄に掲げるもの等が該当する。 

２ 法別表第２（は）項第４号に規定する「老人福祉センター、児童厚生施設その他これら

に類するもの」については、騒音の発生等により近隣の居住環境を害するおそれがない

集会・通園施設であるものとして、次の表イ欄に掲げるもの等が該当する。 

施設の種類 
ア 法別表第２（い）項第６

号に該当する施設 

イ 法別表第２（は）項第４

号に該当する施設 

老 人 福 祉 法 に 

規 定 す る 施 設 

・老人デイサービスセンター 

・老人短期入所施設 

・養護老人ホーム 

・特別養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・有料老人ホーム 

・老人福祉センター 

児 童 福 祉 法 に 

規 定 す る 施 設 

・乳児院 

・母子生活支援施設 

・保育所(無認可施設を含む) 

・児童養護施設 

・児童心理治療施設 

・児童自立支援施設 

・児童発達支援センター 

・障害児入所施設 

・児童厚生施設 

生 活 保 護 法 に 

規 定 す る 施 設 

・救護施設 

・更生施設 

・宿所提供施設 

身体障害者福祉法に 

規 定 す る 施 設 

・身体障害者福祉センター 

・補装具製作施設 

・視聴覚障害者情報提供施設 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律 

・福祉ホーム 

売春防止法に規定する施設 ・婦人保護施設 

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条） 
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３ 老人福祉法に規定する「老人介護支援センター」については、事務所的な性格であ

る場合もあるため、利用形態によって判断すること。 

４ 児童福祉法に規定する「児童家庭支援センター」は、原則として法別表第２(い)項

第６号に該当するが、児童厚生施設に類似する場合や事務所的な性格である場合もあ

るため、利用形態によって判断すること。 

５ 介護保険法に規定する「居宅介護支援に係る施設」のうち、騒音の発生等により近

隣の居住環境を害するおそれがないものについては、法別表第２(い)項第６号に該当

する。 

６ 各法律に規定する「授産施設」については、訓練及び職業の内容によって居住環境

を害するおそれがない施設かどうかを判断すること。 

７ 「老人いこいの家及びこども文化センター」については、老人福祉センター又は児

童厚生施設に類するものとして取扱う。 

８ 障害者自立支援法に規定する「障害者支援施設」は、居住のための施設である継続

的入所施設又は、近隣住民に必要不可欠な通園施設である場合は、法別表第２(い)項

第６号に該当し、騒音の発生等により近隣の居住環境を害するおそれがない集会・通

園施設の場合は、法別表第２(は)項第４号に該当する。なお、原動機を使用する施設

や販売等の生産を兼ねる施設の場合もあることから利用形態によって判断すること。 

（参考） 

「認知症対応型共同生活介護に係る施設」については、施設の規模、配置及び各室の独

立性等から、「児童福祉施設等」「寄宿舎」「共同住宅」のいずれかに該当させて建築基準

法関係規定を適合させる。（平成18年度 日本建築行政会議 市街地部会報告書） 

更 生 保 護 事 業 法 に 

規 定 す る 施 設 

・更生保護事業に係る施設  

介 護 保 険 法 に 

規定する事業に係る施設 

・特定施設入所者生活介護 

に係る施設 

・介護老人福祉施設 

<改正経過> 

制定 60 川建指第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 ５川建指第 293 号 平成５年７月６日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

改正 15 川ま指第 178 号 平成 15年５月 19日 まちづくり局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長  
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４－２ 法別表第２（い）項第８号に規定する「診療所」の 

取扱いについて 

１ 「診療所」に該当するものは、次に掲げるものとする。  

(1) 医療法による「診療所」及び「助産所」 

(2) 柔道整復師法による「施術所」 

(3) あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律による「施術所」 

(4) 介護保険法に規定する「介護老人保健施設」で、入所定員が 19名以下の施設 

(5) 介護保険法に規定する「介護療養型医療施設」で、入所定員が 19 名以下の施設 

※参考  

介護保険法に規定する「介護老人保健施設」については、同法第 106 条及び同

法施行令第 37 条に、建築基準法上入所定員が 19 名以下の場合には「診療所」と

し、入所定員が 20名以上の場合には「病院」として扱われる旨の規定が設けられ

ている。また、同法に規定する「介護療養型医療施設は、同法第８条第 26項の規

定から、入所定員が 19人以下の場合には「診療所」、入所定員が 20 人以上の場合

には「病院」である。 

２ 犬猫病院については、医療法に規定する「診療所」に該当しない。よって、第一種

低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域又は田園住

居地域内において建築できないものとする。なお、通常の場合、収容施設（畜舎）を

併設するので、法別表第２（に）項第６号の規定に抵触する場合もあるので注意され

たい。 

<改正経過> 

制定 59 川建調第 239 号 昭和 59年 11 月 19 日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年 5月 29 日 建築局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

改正 29 川ま情第 3287 号 平成 30 年３月２９日 まちづくり局長

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条） 
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４－３ 第一種低層住居専用地域内に建築することができる兼用長

屋住宅の兼用部分及び第二種低層住居専用地域、第一種中

高層住居専用地域又は田園住居地域内に建築することが

できる事務所兼用長屋住宅の事務所部分の床面積の取扱

いについて

標記について、令第 130 条の３中「床面積の合計が 50平方メートル」とあるのは、敷地

単位で算定されたい。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12 日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 29 川ま情第 3287 号 平成 30 年３月２９日 まちづくり局長

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条、令第 130 条の３） 
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４－４ 令第 130 条の３第２号の規定の取扱いについて

１ 「日用品の販売を主たる目的とする店舗」とは、地域内で一般的な日常生活を営む

に必要な日用品の販売を行う店舗をいう。 

２ 「食堂若しくは喫茶店」には、いわゆるスナック等の酒類の提供を主たる目的とす

る店舗は、該当しないものとする。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条、令第 130 条の３） 
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４－５ 令第 130 条の３第６号に規定する「その他これらに類する

施設」の取扱いについて

１ 「その他これらに類する施設」に該当するものは、次に掲げるものとする。 

 ピアノ、エレクトーン教室等音楽教室 

「昭和 49年６月４日住街発第 982 号横浜市建築局長あて」例規 

 裁縫、手芸、編物教室等の教室 

 バレエ、日本舞踊、ジャズダンス、エアロビクス等の教室 

 武道塾 

「昭和 60年２月９日住街発第９号新潟県土木部長あて」例規 

２ 教習内容により、内装材等については吸音及び防音効果の高いものを使用すること。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条、令第 136 条の３） 
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４－６ 法別表第２（は）項第６号、同（へ）項第４号、令第 130

条の５第３号、令第 130条の５の５第３号、令第 130 条の

７の２第３号若しくは第４号又は令第130条の８に規定す

る階の制限の取扱いについて

標記について、各条項に規定する２又は３階以上の部分とは、それぞれ地上２又は３階

建ての屋上部分を含むものとして取扱われたい。 

<改正経過> 

制定 61 川建調第 212 号 昭和 61年９月 30日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条、令第 130 条の５、令第 130 条の５の５、令第 130 条の７の２、令第 130 条の８） 

附 属 自 動 車 車 庫 単 独 自 動 車 車 庫

一低
二低

不  可
（用途が認められていない）

一中高

二中高 同  上 同  上

一住
二住

同  上 同  上

★：その用途に供する部分

RF 

1F 

2F 

RF 

1F 

2F 

RF 

1F 

2F 

RF 

1F 

2F 

RF 

1F 

3F 

2F 

RF 

1F 

3F 

2F 

RF 

1F 

2F 

RF 

1F 

3F 

2F 

RF 

1F 

3F 
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４－７ ガソリンスタンドの取扱いについて

標記については、次の各号に該当するものは主要用途を店舗として取扱われたい。

ただし、令第 130 条の 3 及び同第 130 条の 5 の 2 に掲げる店舗には該当しないものと

する。

１ ガソリン及び軽油の販売に伴う小規模に行う洗車、自動車の点検、タイヤ交換、オ

イル交換等のサービス（以下、「小規模に行うサービス」という。）に供する部分の床

面積の合計が 50 平方メートル以下であるもの

２ 小規模に行うサービスに使用する空気圧縮機の原動機の出力の合計が 1.5 キロワッ

ト以下であるもの

３ 道路運送車両法第 48 条、第 59 条、第 62 条及び第 63 条に規定する車両の点検検査、

整備検査その他これらに類する作業等を行わないもの

（参考）通達（H５.６.25 住指発第 225 号） 

自動車修理工場には、小規模に行う洗車、自動車の点検、タイヤ交換、オイル交換

等のサービスの提供を含むガソリンの供給に附随して行うガソリンスタンドは含まれ

ないと解するが、法別表第２において規制対象として列挙される事業を営むガソリン

スタンドについては、当該用途地域内で同様の事業を営む工場が規制対象となること

との整合を図る趣旨から、工場として取扱うことが適切である。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

第４章 用途地域関係規定 

（法第 48条、令第 130 条の３、令第 130 条の５の２ 
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第５章 建築物の形態関係規定 

5-1 法第 52 条第２項及び第９項から第 13 項までに規定する 

 前面道路の取扱いについて 

5-2 地階の定義並びに法第 52条第３項、第４項及び第５項の 

 取扱いについて 

5-3 法第 52 条第６項に基づく共同住宅の共用の廊下・階段の 

 容積不算入の取扱いについて 

5-4 角地の建ぺい率緩和に係わる線路敷の取扱いについて 

5-5 川崎市建築基準法施行細則第 21 条の取扱いについて 

5-6 令第 135 条の 22 第１項第１号に定める外壁の後退距離に 

対する制限の緩和規定の取扱いについて 

5-7 道路斜線制限の取扱いについて 

5-8 建築基準法第 56 条第６項の緩和措置に係る線路敷の 

 取扱いについて 

5-9 令第 135条の４第１項第１号又は法第 58 条に基づく 

川崎都市計画高度地区ただし書第 1項第 1号に定める 

北側斜線制限の緩和規定の取扱いについて 
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５－１ 法第 52条第２項及び第９項から第 13 項までに規定する 

前面道路の取扱いについて 

標記について、昭和 62年 11 月 16 日以降に確認するもの等については、敷地が２メート

ル以上（法第 43 条第１項の規定による接道長さ）接する道路をもって、法第 52 条第２項

及び第９項から第 13 項までに規定する前面道路として取扱われたい。 

取扱い例 

当該敷地は、法第 52 条第９項の適用が可能であり、令第 135 条の 16 におけるＬの値

はＯＡとなる。 

前面道路の幅員が６メートル未満となった部分から先は、緩和対象の道路にならない。 

なお、本取扱いは、法第 52 条第９項から第 13 項までに規定する同条第 2 項の適用に

ついての取扱いであり、同項の「前面道路の幅員」を扱うものではない。

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 

敷 地 

2ｍ以上 

6m 未満 

6m 以上 
Ａ Ｏ 

特定道路 

70ｍ 

6ｍ以上 

6ｍ以上 

特定道路 

6ｍ未満 

緩和対象範囲 

<改正経過> 

制定 62 川建指第 555 号 昭和 62年 11 月 10 日 建築局長 
改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 
改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 
改正 17 川ま指第 1116 号 平成 18 年４月１日 まちづくり局長 

6ｍ以上 
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５－２ 地階の定義並びに法第 52条第３項、第４項及び第５項の取

扱いについて 

第１ 地階の定義

令第１条第２号に定義する地階は、次により取扱われたい。 

１ 地階の判定基準 

地階の判定は、同一階において判定するものとし、部分的な地階の判定は行わない

ものとして令第１条第２号を適用する。 

２ 令第１条第２号に規定する用語の意義は、次によるものとする。 

 床が地盤面下にある階 建築物の当該階における床が地盤面下にある階とする。 

ただし、建築物が周囲の地面と接する位置に高低差がある場合には、当該建築物

の当該階の部分が周囲の地面と接する位置における周長の過半が床より高い位置に

地面がある階とする。 

 床面から地盤面までの高さ 当該階における最も高い位置にある床面から、建築

物の当該階が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面（その接する位

置の高低差が３ｍを超える場合においても、当該階が接する位置の平均の高さにお

ける水平面とする。）までの高さとする。 

 その階の天井の高さ 当該階における最も高い位置にある床面から測り、当該階

における最も高い位置にある天井までの高さとする。 

 ３分の１以上 当該階の最も高い位置の床及び天井の３分の１以上とする。 

(1)床が地盤面下にある階で、(2)床面から地盤面までの高さが(3)その階の天井

の高さの(4)3 分の 1以上のものをいう。 

【令第１条第２号の条文】

第５章 建築物の形態関係規定 
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〔考え方〕 

 床が地盤面下にある階とは、判定が容易で、かつ、一般に認められる基準として、

建築物の当該階の周長の過半で定義することとした。 

 判定する階の階高及び当該階が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水

平面（地階判定の地盤面） 

 及び  その階の最も高い床面から地盤面までの高さ≧1/3×その階の最も高い天

井の高さ。 

周囲の地面として扱う

当該階の範囲(階高)

Ｚ２階

Ｚ１階

地階判定の地盤面

床より高い地面 

Ｚ階平面図

＋α

Ｂ

ｂ

Ｄ
ｄ

Ｃ

Ａ

±０

最も高い天井面 

居室 

平均地盤面 

廊下 非居室 

最も高い床面 
1/3 
以上 

その階における 

天井の高さ 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 

ｂ＋Ｃ＋ｄ＞1/2（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
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第２ 法第 52 条第３項、第４項及び第５項の取扱い 

法第 52 条第３項、第４項及び第５項に基づく住宅又は老人ホーム等の地下室の容積

率不算入制度は、次により取扱われたい。 

法第 52条第３項、第４項及び第５項に規定する用語の意義は、次によるものとする。 

 地階 「第１ 地階の定義」の取扱いによる。 

 天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるもの 天井（一室で天井の位置が異

なる部分を有する場合には、平均の位置における水平面）が地盤面からの高さが１メ

ートル以下である室とする。 

－① 住宅の用途に供する部分 次に定める建築物又は建築物の部分（政令で定める

昇降機の昇降路の部分を除く。）とする。 

ア 住宅、長屋 

イ 兼用住宅又は併用住宅の住宅の用途に供する部分 

ウ 共同住宅（寄宿舎及び下宿を除く。以下同じ。）の住戸の部分又は共用部分で、

法第 52 条第１項、第２項（略） 

３ ･･･(略)･･･に規定する建築物の容積率（･･･(略)･･･）の算定の基礎となる

延べ面積には、建築物の(1)地階でその(2)天井が地盤面からの高さ１メート

ル以下にあるものの(3)-①住宅又は(3)-②老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するもの（以下この項において「老人ホーム等」という。）の用途

に供する部分（第６項の政令で定める昇降機の昇降路の部分又は共同住宅の

共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。以下この項において同じ

。）の床面積（当該床面積が当該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を超える場合においては、当該建築物の

住宅及び老人ホーム等の用途に供する部分の床面積の合計の３分の１）は、

算入しないものとする。 

４ 前項の(4)-①地盤面とは、建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さ

における水平面をいい、その接する位置の高低差が３メートルを超える場合

においては、その高低差３メートル以内ごとの平均の高さにおける水平面を

いう。 

５ 地方公共団体は、土地の状況等により必要と認める場合においては、前項

の規定にかかわらず、政令で定める基準に従い、条例で、区域を限り、第３

項の(4)-②地盤面を別に定めることができる。 

【法第 52条第３項、第４項及び第５項の条文】 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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管理人室、トランクルーム、機械室、電気室その他これらに類する建築物の部分（

共用の廊下又は階段の用に供する部分（以下「共用廊下等の部分」という。）及び

附属自動車車庫等のためのものを除く。） 

エ 共同住宅及び共同住宅以外の用途に供する複合の建築物の住戸の部分及び専ら

住戸の利用のための共用部分で、ウに掲げる建築物の部分 

   －② 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（以下「老人ホーム等」

という。）の用途に供する部分 次に定める建築物又は建築物の部分（政令で定める

昇降機の昇降路の部分を除く。）とする。 

ア 居住のための施設として継続的入所施設である社会福祉施設、有料老人ホーム

及び更生保護施設であり、その具体例は以下のとおり。 

（ア）老人福祉法にいう認知症対応型老人共同生活援助事業に係る共同生活を営む

べき住居、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老

人ホーム 

（イ）児童福祉法にいう児童自立生活援助事業に係る共同生活を営むべき住居、乳

児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設及び児童自立支援施

設 

（ウ）生活保護法にいう救護施設、更生施設及び宿所提供施設 

（エ）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律にいう障害者

支援施設、宿泊型自立訓練に係る施設、共同生活援助に係る共同生活を営むべ

き住居及び福祉ホーム 

（オ）売春防止法にいう婦人保護施設 

（カ）更生保護事業法にいう更生保護施設 

イ 老人ホーム等の用途に供する部分とは、居室のほか、物置、浴室、便所、食堂、

調理室、事務室、宿直室、廊下、階段その他これらに類する建築物の部分 

ウ 老人ホーム等の用途に供する部分とその他の用途に供する部分が複合している

建築物については、以下のとおり取り扱うものとする。 

（ア）共用部分のうち、専ら老人ホーム等の利用のために供されている部分は、老

人ホーム等の用途に供する部分として取り扱うこと。 

（イ）共用部分のうち、専ら老人ホーム等以外の利用のために供されている部分は、

老人ホーム等の用途に供する部分と取り扱わないこと。 

（ウ）ア及びイ以外の共用部分については、その床面積の合計に、当該建築物にお

ける老人ホーム等の用途に供されている部分等（老人ホーム等の用途に供され

ている部分及び共用部分のうち、専ら老人ホーム等の利用のために供されてい

る部分）の床面積の合計と老人ホーム等以外の用途に供されている部分等（老

人ホーム等以外の用途に供されている部分及び共用部分のうち、専ら老人ホー

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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ム等以外の用途の利用のために供されている部分）の床面積との合計のうち、

老人ホーム等の用途に供されている部分等の床面積の合計が占める割合を乗じ

て得た面積を老人ホーム等の用途に供する部分の床面積に含めること。 

 －① 地盤面 建築物の当該階の部分が周囲の地面と接する位置の平均の高さにお

ける水平面とし、その接する高低差が３メートルを超える場合は、その高低差３メー

トルごとの平均の高さにおける水平面とする。 

 －② 地盤面 建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面とし

その接する位置の高低差が３メートルを超える場合においては、その接する位置のう

ち最も低い位置からの高さ３メートル以内の平均の高さにおける水平面とする。 

この地盤面が適用となる用途等については、次の＜考え方＞ －②を参照すること。 

＜考え方＞ 

 第 1 に示す地階によること。 

 法第 52 条第３項の規定による天井と地盤面との関係については、一室ごとの平均

天井高と地盤面との関係となるが、同条第４項の規定により一室内に２以上の地盤面

の領域が生ずる場合は、当該室については低い地盤面から天井までの高さが１メート

ル以下でなければ同条第３項の適用は受けられない。 

－① 法第 52 条第３項に基づく住宅地下室の容積率不算入制度を取り扱ううえでは

、共同住宅の廊下、階段、エントランスホール等の部分は住宅の用に供する部分から

除かれる。また、附属自動車車庫等のためのものとは、車庫等のために設けられる専

用の機械室等の部分をいい、ウの共用部分としては扱わないこととする。 

居室 

地盤面Ⅱ 
廊下 

非居室 

平均天井高 

ｈ１ ｈ２ ｈ３

地盤面Ⅰ ｈ４

領域Ⅰ 領域Ⅱ 

h1､h2､h3≦１ｍ､h4＞１mの場合 

非居室、廊下部分は法第 52 条第３項の適用がある。 

居室部分は地盤面Ⅱからの天井高 h4＞１mのため同項の適用はない。 

第５章 建築物の形態関係規定 
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ウに掲げる建築物の共用部分が共同住宅と共同住宅以外の用途で共用される場合、

エの専ら住戸の利用のための共用部分とは扱わないこととする。また、複合の建築物

の住宅部分とそれ以外の部分とは、壁、床等による構造上の区分のほか、建具等によ

り形態上明確に区分すること。 

 －② ウ（ウ）の考え方は以下のとおりとする。

３階

２階 

１階 

   地下１階 

   専ら老人ホーム等の利用のために供されている部分及び共用部分       ① 

   専ら老人ホーム等以外の利用のために供されている部分及び共用部分     ② 

   ①及び②以外の共用部分                         ③ 

                    ＝ ③ × 

第５章 建築物の形態関係規定 
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EV 階段③ 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

老人ﾎｰﾑ 

居室① 

老人ﾎｰﾑ 

居室① 

老人ﾎｰﾑ 

居室① 

老人ﾎｰﾑ 

居室① EV 階段① 

廊 下 ① 

廊 下 ③ 

EV 階段③ 

廊 下 ② 

エントランス 
ホール ③

廊 下 ③ 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

② 

①及び②以外の共用部分で 

老人ホーム等の用途に供する 

部分の床面積に含める面積

EV 階段③ 

廊 下 ③ 

老人ﾎｰﾑ 

居室① 

老人ﾎｰﾑ 

居室① 

老人ﾎｰﾑ 

物置① 

老人ﾎｰﾑ、ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 

事務室③ 

① 

①＋②
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 －① 住宅又は老人ホーム等の地下室の容積不算入制度は、地階の判定を各階ごとに

行った上で、天井が地盤面からの高さ１メートル以下にあるものについて容積不算入

制度を適用するものであるから、建築物が周囲の地面と接する位置に高低差がある場

合には、法第 52 条第３項及び第４項に規定する地盤面は、建築物の当該階の部分ご

とに算定するものとし、階高（各階の床面が地面と接する位置）ごとに領域を設定し

、その階高が３メートルを超えるときは当該階高の範囲で３メートルと残りの高さに

分けて領域を設定し領域内における建築物又は建築物の部分が周囲の地面と接する

位置の平均の高さにおける水平面とする。（平均地盤面） 

したがって、法第 52 条第３項及び第４項に規定する地盤面は、令第１条第２号及

び令第２条第２項に規定する地盤面並びに法別表第４に規定する平均地盤面とは異

なるものである。 

法第 52 条第３項及び第４項に規定する地盤面と領域設定

【階高が３m以内の場合】 

地盤高さ 

階高 
(3m 以内) 
階高 
(3m 以内) 

領域Ⅰ 領域Ⅱ 領域Ⅲ 

平均地盤面 

領域Ⅰ 領域Ⅱ 領域Ⅲ 

地盤高 

階高 
(３ｍ以内) 

階高 
(３ｍ以内) 

：平均地盤面 ：当該階が地面と接する位置

第５章 建築物の形態関係規定 
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【階高が３mを超える場合】 

 －② 住居系用途地域（第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種

中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、

準住居地域、田園住居地域）及び市街化調整区域の共同住宅、長屋、老人ホーム等に

ついては、法第 52 条第５項に基づく条例第６条の２により、法第 52 条第３項の地盤

面を別に定めている。 －①のように当該階の部分ごとに算定する方法とは異なるた

め注意が必要である。 

・条例第６条の２で定める地盤面 

【建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が３ｍ以下の場合】 

→ 接する位置の平均の高さにおける水平面とする。（平均地盤面） 

【建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が３ｍを超える場合】 

→ 接する位置のうち最も低い位置からの高さ３メートル以内の平均の高さに

おける水平面とする。（平均地盤面） 

第６条の２ 法第 52 条第５項の規定により定める適用区域は、第一種低

層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地

域、田園住居地域及び用途地域の指定のない区域とする。

２ 法第 52 条第５項の規定により定める(4)-②地盤面は、建築物が周囲

の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面をいい、その接する

位置の高低差が３メートルを超える場合においては、その接する位置 

【条例第６条の２の条文】

階高(3m以内) 

階高(3m以内) 

階高３ｍを 
超える場合 3m 

領域Ⅰ 領域Ⅳ 領域Ⅴ 

建築物 

領域Ⅱ

平均地盤面 

領域Ⅲ 

※ 平均地盤面は、1つの領域内に 1つ存在することとなる。 

第５章 建築物の形態関係規定 
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法第 52 条第５項（条例第６条の２）に規定する地盤面

【建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が３m以下の場合】 

【建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が３mを超える場合】 

3m 以下 

地盤面

接する位置の平均における水平面を算定

地盤面

3m 

この領域で平均の高さにおける水平面を算定

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 

3m を超える 

のうち最も低い位置からの高さ３メートル以内の平均の高さにおける

水平面とする。 

３ 前項の規定は、共同住宅、長屋又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの用途に供する建築物に適用する。 

４ 建築物が第１項の適用区域の内外にわたる場合においては、その全部

が同項の適用区域内にあるものとみなして、前２項の規定を適用する。 

５ 住戸及び住室の増加を伴わない増築をする場合で、市長が周辺の住

環境を害するおそれがないと認めて許可したときは、第２項及び第３

項の規定は、適用しない。 
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【参考】 建築基準法令上の地盤面の比較表 

住宅又は老人ホーム等の地階に係る容積率制限の不算入措置についてのフロー

① 住宅以外の部分又は複合建築物の共用部分で住宅以外のための部分若しくは構造上、

形態上明確な区分のない部分 

② 地階の判定は階の全体で行い、階の部分又は室の部分では行わない。 

条  文  等 建築物の周囲の地面と接する位置の平均の高さの算定方法

令第１条第２号 建築物の階の範囲ごと（地面下の部分を含む。）

令第２条第２項 高低差３メートルごと 

法第 52 条第４項 建築物の階高ごと、かつ、高低差３メートルごと 

法別表第４〔平均地盤面〕 建築物の全体（同一敷地内の他の建築物を含む。） 

法第 52 条第５項 
（条例第６条の２）

最も低い位置からの高さ３メートル以内

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 

ＮＯ

地階に該当しない階

天井が地盤面からの
高さが 1mを超える室 

ス タ ー ト

階が令第 1条第 2号に 
規定する地階？ 

地階の室ごとの天井が 
地盤面から高さ 1ｍ以下？ 

住宅又は老人ホーム等の
部分の床面積の合計の 3分の 1を 

限度に容積率を緩和する。 

一戸建ての住宅、長屋、共同住宅等又は老
人ホーム等の用途である。住宅以外の部分
とは構造上、形態上明確に区分されている。

YES 

YES 

YES 一室に 2 以上の地盤面の領域が生ずる場合
は、低い地盤面から天井（一室内で高さが異
なる場合は、平均の高さ。）までの高さが 1
ｍ以下であること。 

①

②

③

住宅又は老人ホーム等 
の用途？ ＮＯ

住宅又は老人ホーム
等以外の用途 

ＮＯ

階の外周の地面の過半が床より高い位置
にあること。床から地盤面までの高さが天
井高の 1/3 以上の階であること。 
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地盤面は、判定する階の階高（３ｍの限度はない。）の範囲で当該階が周囲の地面と

接する範囲の平均の高さにおける水平面とする。 

③ 一室で天井高が異なる部分を有する場合、天井高は平均の高さとする。 

建築物が周囲の地面と接する位置に高低差がある場合には、地盤面は、建築物の当該

階の部分ごとに算定するものとし、階高ごとに領域を設定し、その階高が３ｍを超える

ときは当該階高の範囲で３ｍと残りの高さに分けて領域を設定し、領域内における建築

物又は建築物の部分が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面とする。 

注）政令で定める昇降機の昇降路の緩和は法第 52 条第６項、附属自動車車庫等の緩和は令

第２条第１項第４号及び第３項で扱う。 

<改正経過> 

制定 ７川建指第 765 号 平成７年 12月１日 建築局長 
改正 10 川ま指第 228 号 平成 10年６月 26 日 まちづくり局長 
改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12 日 まちづくり局長 
改正 17 川ま指第 1116 号 平成 18 年４月１日 まちづくり局長 
改正 27 川ま建管第 1548 号 平成 27年９月 30 日 まちづくり局長 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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５－３ 法第５２条第６項に基づく共同住宅又は老人ホーム等の共

用の廊下・階段の容積不算入の取扱いについて 

法文 

１ 床面積の算定について 

法第 92 条及び令第２条第１項第３号の床面積の算定については、昭和 61年４月 30 日

付け建設省住宅局住指発第 115 号「床面積の算定方法について」に基づいて、「神奈川県

建築基準法取扱基準」で運用しているところである。したがって、共同住宅又は老人ホ

ーム等（以下「共同住宅等」という。）の廊下及び屋外階段の開放性について従前どおり

取り扱うこととする。 

２ 共同住宅について 

 共同住宅には、寄宿舎又は下宿は含まないこととする。 

 共同住宅の住戸で、事務所等を兼ねるいわゆる兼用住宅については、本規定の対象と

なる共同住宅には該当しないものとする。 

３ 老人ホーム等について 

 老人ホーム等とは、居住のための施設として継続的入所施設である社会福祉施設、有

料老人ホーム及び更生保護施設であり、その具体例は以下のとおり 

ア 老人福祉法にいう認知症対応型老人共同生活援助事業に係る共同生活を営むべき

住居、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム 

イ 児童福祉法にいう児童自立生活援助事業に係る共同生活を営むべき住居、乳児院、

母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設及び児童自立支援施設 

ウ 生活保護法にいう救護施設、更生施設及び宿所提供施設 

第 52 条 

６ 第１項、第２項、次項、第 12 項及び第 14項、第 57 条の２第３項第２号、第 57

条の３第２項、第 59 条第１項及び第３項、第 59 条の２第１項、第 60 条第１項、

第 60条の２第１項及び第４項、第 68 条の３第１項、第 68 条の４、第 68 条の５、

第 68 条の５の２、第 68 条の５の３第１項、第 68 条の５の４（第１号ロを除く。）

、第 68 条の５の５第１項第１号ロ、第 68 条の８、第 68条の９第１項、第 86 条第

３項及び第４項、第 86 条の２第２項及び第３項、第 86 条の５第３項並びに第 86

条の６第１項に規定する建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積には、政令で

定める昇降機の昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム等の共用の廊下若

しくは階段の用に供する部分の床面積は、算入しないものとする。

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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エ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律にいう障害者支援

施設、宿泊型自立訓練に係る施設、共同生活援助に係る共同生活を営むべき住居及び

福祉ホーム 

オ 売春防止法にいう婦人保護施設 

カ 更生保護事業法にいう更生保護施設 

 介護老人保健施設、療養病床など、建築基準法上病院又は診療所と取り扱うものは本

規定の対象となる老人ホーム等には該当しないものとする。

４ 共同住宅等の共用部分について 

 最上階等で１の階に１住戸又は１居室（以下「住戸等」という。）のみの場合、その

階の廊下又は階段は、共用部分として扱うこととする。 

 屋上へ通ずる廊下若しくは階段又は自動車車庫、機械室、電気室、倉庫等へ通ずる廊

下若しくは階段は、共用部分として扱うこととする。ただし、昇降機機械室用階段そ

の他特殊の用途に用いる階段の部分は、共用部分として扱わないこととする。 

 事務所、店舗等と共同住宅等の複合する用途の建築物で共用の自動車車庫、機械室、電

気室、倉庫等へ通ずる廊下又は階段は、共用部分として扱うこととする。（この部分は６

項の考え方のＡ3の扱いとなる。） 

５ 共同住宅等の共用の廊下又は階段の用に供する部分（以下「共用廊下等の部分」という。

）について 

 次に掲げるものは、共同住宅等の共用廊下等の部分に含むものとする。 

ア エントランスホール、エレベータホール（非常用エレベータ及び特別避難階段の附

室を含む。） 

イ エントランスホール又はエレベータホールと一体で利用するメールコーナー若し

くは宅配ボックス 

ウ アルコーブ又は突き当たりの廊下 

エ 床面積に算入されるピロティの通路部分で、他の用途と明確に区分されている部分 

オ 階段に代わる共用の傾斜路の部分 

 次に掲げるものは、共同住宅等の共用廊下等の部分に含まないものとする。 

エレベータシャフトの部分、収納スペース、ロビー等の居住、執務、作業、集会、娯

楽又は物品の保管若しくは格納その他の屋内的用途に供する部分 

６ 共同住宅等の用途に供する部分とその他の用途に供する部分が複合している建築物の

取扱いについて 

共同住宅等の用途に供する部分とその他の用途に供する部分が複合している建築物に

対する本規定の適用については、以下のとおり取り扱うものとする。 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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 専ら住戸等の利用のために供されている共用廊下等の部分は本規定の対象とするこ

と。たとえば、一定の階の専用部分の全てが共同住宅等の用途に供されている場合には

、その階の共用廊下等の部分は本規定の対象とすること。 

 専ら住戸等以外の利用のために供されている共用廊下等の部分は本規定の対象とし

ないこととする。 

  及び 以外の共用廊下等の部分については、その床面積の合計に、当該建築物にお

ける住戸等の用に供されている専用部分等（住戸等の用に供されている専用部分及び共

用部分のうち、専ら住戸等の利用のために供されている部分）の床面積の合計と住戸等

以外の用に供されている専用部分等（住戸等以外の用に供されている専用部分及び共用

部分のうち、専ら住戸等以外の利用のために供されている部分）の床面積との合計のう

ち、住戸等の用に供されている専用部分等の床面積の合計が占める割合を乗じて得た面

積を共用廊下等の部分の床面積に含めて取り扱うこと。 

＜考え方＞ 

 専ら住戸等の利用のために供されている共用廊下等の部分        Ａ1

 専ら住戸等以外の利用のために供されている共用廊下等の部分        Ａ2

  及び 以外の共用廊下等の部分

Ａ1及びＡ2以外の共用廊下等の部分        Ａ3

専ら住戸等の利用のために供されている専用部分        Ｂ 

例：住戸等の部分 

専ら住戸等の利用のために供されている共用部分        Ｃ 

例：専ら住戸等の利用のために供されている共用廊下等の部分（Ａ1）、トランクル

ーム、共同住宅等専用の機械室又は電気室、共同住宅等の集会室、共同住宅等

専用の管理人室等 

専ら住戸等以外の利用のために供されている専用部分        Ｄ 

例：店舗、事務所等 

専ら住戸等以外の利用のために供されている共用部分       Ｅ 

例：専ら住戸等以外の利用のために供されている共用廊下等の部分（Ａ2）、住戸等

以外の利用のための機械室又は電気室、住戸等以外の利用のための施設専用

管理人室等 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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                             Ｂ ＋ Ｃ 
   法第 52条第６項の緩和対象部分 ＝Ａ1＋ Ａ3× 
                          （Ｂ＋Ｃ）＋（Ｄ＋Ｅ） 

※ エレベーターシャフト部分、事務所等を兼ねた住戸等、共用の機械室等は上記の

計算の対象とはならない。 

７ その他の容積率に関する特例制度等との関係について 

 自動車車庫等の緩和 

令第２条第１項第４号に規定する専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施

設の用途に供する部分（以下「自動車車庫等の部分」という。）の床面積を延べ面積に

不算入とする措置は、本規定と併せて適用すること。ただし、自動車車庫等の部分は、

６項の考え方のＢ、Ｃ、Ｄ及びＥには含めないものとする。 

 住宅地下室の緩和 

法第 52 条第３項の規定する住宅又は老人ホーム等の地下室の容積率不算入措置は、

本規定と併せて適用すること。この場合、住宅又は老人ホーム等の用途に供する部分に

は、共用廊下等の用に供する部分は除かれるため、Ｂ及びＣからＡ１を除いた床面積の

合計の３分の１を限度として、同項に規定する延べ面積に算入しないものとする。 

取扱い事例 

例１ 最上階等で１の階に１住戸又は１居室のみの場合、その階の廊下又は階段は、共

用部分として扱う。 

例２ エントランスホール及びエレベータホールは、共用部分とみなす。 

住 戸 
階 段 

廊 下 

：緩和対象部分（Ａ１又はＡ３）以下同じ

住 戸 住 戸 住 戸 住 戸 

廊 下 

住 戸 住 戸 住 戸 住 戸 
階 段 

エントランス
ホール

EV 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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例３ アルコーブは、共用部分とみなす。 

例４ 床面積に算入されるピロティの通路部分は、他の用途と明確に区分されていれば、

共用部分とみなす。 

例５ 複合用途でも、住戸等のための共用部分と店舗等のための共用部分が、区分され

ている場合、店舗等のための共用部分は緩和の対象とならない。 

例６ 立面で見た場合（１） 

住 戸 住 戸 住 戸 住 戸

廊 下

住 戸 住 戸 住 戸 住 戸
階 段

住 戸 住 戸 住 戸
階 段

EV 
住 戸

廊 下 廊 下

通路 自動車車庫自動車車庫

エントランス
ホール

住 戸 住 戸 

住 戸 住 戸 

階 段 EV 
店 舗 店 舗 

店 舗 店 舗 

店 舗 

エントランス
ホール ホール 

壁で仕切られている 

住 戸 住 戸 住 戸 住 戸

機械室

昇降機機械室用階段その他
特殊の用途に用いる階段

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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例７ 立面で見た場合（２） 

前述の取扱い事例１～７をもとに、基本モデルを示すと次のようになる。 

５階 

４階 

３階 

２階 

住 戸

事務所

住 戸

事務所

住 戸

事務所

住 戸

事務所

住 戸

住 戸

住 戸

住 戸

住 戸

住 戸

住 戸

住 戸

機械室

地 階 自動車車庫

屋上へ通じる階段

住 戸 

廊 下 

EV 

A1（C） 

A1（C） B 

住 戸 
B 

住 戸 
B 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV A1（C） 

廊 下 A1（C） 

事務所 
D 

事務所 
D 

事務所 
D 

事務所 
D EV A3

廊 下 A2（E） 

事務所 
D 

事務所 
D 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV 

廊 下 A3

A3

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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１階 

専ら住戸等の利用のために供されている共用廊下等の部分              Ａ1

専ら住戸等以外の利用のために供されている共用廊下等の部分          Ａ2

Ａ1及びＡ2以外の共用廊下等の部分                                  Ａ3

専ら住戸等の利用のために供されている専用部分                      Ｂ 

専ら住戸等の利用のために供されている共用部分                      Ｃ 

専ら住戸等以外の利用のために供されている専用部分                  Ｄ 

専ら住戸等以外の利用のために供されている共用部分                  Ｅ 

                            Ｂ ＋ Ｃ 
 法第 52 条第６項の緩和対象部分 ＝Ａ1＋ Ａ3× 

                         （Ｂ＋Ｃ）＋（Ｄ＋Ｅ） 

基本モデルで開放廊下が床面積に算入されない場合、次のようになる。 

（階段は開放性がなく、床面積に算入される場合） 

５階 

４階 

３階 

共用の
機械室 

共用の
機械室 

事務所 
D 

事務所 
D 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV A3

開放廊下 

廊下 A3

住 戸 
B 

住 戸 
B 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV A1（C） 

開放廊下 

廊下 A1（C） 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV A3

廊 下 A3

エントランス 
ホール A３ 

住 戸 

開放廊下 

EV A1（C）
B 

廊下 A1（C） 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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共用の 

機械室 
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２階 

１階 

専ら住戸等の利用のために供されている共用廊下等の部分              Ａ1

専ら住戸等以外の利用のために供されている共用廊下等の部分          Ａ2

Ａ1及びＡ2以外の共用廊下等の部分                                Ａ3

専ら住戸等の利用のために供されている専用部分                      Ｂ 

専ら住戸等の利用のために供されている共用部分                      Ｃ 

専ら住戸等以外の利用のために供されている専用部分                  Ｄ 

専ら住戸等以外の利用のために供されている共用部分                  Ｅ 

                            Ｂ ＋ Ｃ 
  法第 52 条第６項の緩和対象部分 ＝Ａ1＋ Ａ3× 
                         （Ｂ＋Ｃ）＋（Ｄ＋Ｅ） 

事務所 
D 

事務所 
D 

事務所 
D 

事務所 
D EV A3

開放廊下 

廊下 A2（E） 

住 戸 
B 

住 戸 
B EV A3

開放廊下 

廊下 A3 エントランス 
ホール A３ 

<改正経過> 

制定 ９川ま指第 495 号 平成９年８月１日 まちづくり局長 
改正 13 川ま指第 185 号 平成 13年６月 12日 まちづくり局長 
改正 17 川ま指第 1116 号 平成 18 年４月１日 まちづくり局長 
改正 27 川ま建管第 1548 号 平成 27年９月 30日 まちづくり局長 
改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

共用の 

電気室 

共用の 

機械室 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 52条） 
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５－４ 角地の建ぺい率緩和に係わる線路敷の取扱いについて 

標記について、線路敷が建築物の敷地でない部分については、法第 53 条第３項第２号に

基づき川崎市建築基準法施行細則第 21条第２項で規定する「公園、広場、水面その他これ

らに類するもの」として取扱われたい。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 292 号 昭和 60年 10 月 14 日 建築局長 

改正 ５川建指第 293 号 平成５年７月６日 建築局長 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条） 
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５－５ 川崎市建築基準法施行細則第 21条の取扱いについて

川崎市建築基準法施行細則（平成５年川崎市規則第 65号） 

１ すみ切りの取扱いについて 

川崎市建築基準法施行細則（平成５年川崎市規則第 65号。以下「施行細則」という。）

第 21条第１項に規定するすみ切りの取扱いは次による。 

 ２以上の道路の幅員の和が 10 メートル未満の場合でも、敷地内に一定のすみ切り

を整備したものは角地緩和の適用が可能となる。 

 法第 42条第２項の規定により指定された道は、幅員が４メートルあるものとして

取り扱うことができる。 

 すみ切り部分の道路状の整備とは、道路と同等の空間が確保されていることとする。 

 すみ切り部分は、敷地を道路状に整備するものであるため、敷地面積に算入するこ

とができる。 

 既存の公道で既にすみ切りが整備されており、当該規定に該当するものは角地緩和

の適用が可能であるが、当該規定を満足しない場合は、既存すみ切りと一体に道路

状の整備を行うことにより当該規定に該当すれば角地緩和の適用が可能となる。 

ただし、高低差がある場合等やむを得ない事情により一体に道路状の整備が出来

ない場合でも、既存のすみ切り面積が基準と同程度であれば、角地緩和の適用は可能

とする。 

（建ぺい率の緩和） 
第 21 条 法第 53 条第３項第２号の規定により市長が指定する敷地は、２以上の道路
（法第 42 条第２項の規定により指定された道で、同項の規定により道路の境界線
とみなされる線のうち建築物を建築しようとする敷地側の線と道との間の部分を
道路状に整備していないものを除く。以下この項において同じ。）に接し、かつ、
敷地の外周の長さの 10 分の３以上がこれらの道路に接する敷地であって、次のい
ずれかに該当する敷地とする。 
 道路が交差し、又は折れ曲がる部分の内角が 120 度以内で交わる角敷地。ただ
し、２以上の道路の幅員の和が 10 メートル未満の場合は、道路が当該敷地を挟
む角を頂点とする長さ２メートルの底辺を有する二等辺三角形（当該敷地を挟む
道路が法第 42 条第２項の規定により指定された道のときは、同項の規定により
道路の境界線とみなされる線による二等辺三角形）のすみ切り部分の敷地を道路
状に整備したものに限る。 
 ２以上の道路の間にある敷地 

２ 前項の規定の適用については、敷地が公園、広場、空地、水面その他これらに類
するもの（以下この項において「公園等」という。）に接する場合においては、そ
の公園等を同項に規定する道路の１とみなし、前面道路の反対側に公園等がある場
合においては、その公園等の反対側の境界線までを当該前面道路の幅員とみなして
同項の規定を適用する。 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条、細則第 21条） 
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2m 

２ 公園等の取扱いについて

施行細則第 21 条第２項に規定する公園等とは、公共用地等将来にわたってその空間

が担保されていることが前提であり、共同住宅等に設けたプレイロット、工場内の緑

地等は含まれない。また、道路の１とみなす場合は、公園等の幅員も４メートル以上

が条件となる。

ただし、公園等のうち空地については、法第 43 条第２項の許可又は認定を受けた空

地又は許可又は認定を受けることが見込まれる空地に連続する空地を道路状に整備し

た場合は、空地の幅員が４メートルに満たない場合であっても道路の１とみなすことが

できるものとする。

〔参考〕

取扱い事例（敷地の外周の長さの 10分の３以上は、道路又は公園等に接しているこ

とが前提） 

施行細則第 21条第１項の取扱い事例 

例１ 幅員の和が 10ｍ以上の場合

例２ 幅員の和が 10ｍ未満の場合

道路

道路

敷 地

4m 

6m 

角地緩和を適用

道路

道路

敷 地

4m 

4m 
底辺が２ｍとなる二等辺三角形の 

すみ切りを整備していれば角地緩和を適用。 

：敷地面積に算入可

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条、細則第 21条） 
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4m 

2m 
２
項
道
路

4m

6m

例３ 法第 42条第２項の規定により指定された道に接する場合 

例４ 公道＋公道等で既にすみ切りも整備されているが、基準に適合しないすみ切り

の場合 

施行細則第 21条第２項の取扱い事例 

例５ 道路の反対側に公園等がある場合

例６ 道路と敷地の間に公園等がある場合

みなし線

道路

敷 地

4m ２項道路のセットバック部分を整備し、かつ、

底辺が２ｍのすみ切りを整備していれば角地緩

和を適用。

：敷地面積に算入不可

：敷地面積に算入可

公道

敷 地

4m
原則として、すみ切り基準に適合する分の空

地を一体整備すれば角地緩和を適用。

ただし、高低差等の事情により一体的な整備

ができない場合は、すみ切り面積を勘案して、

概ね同程度の面積の場合は、角地緩和を適用。

公道

道路

道路

敷 地

6m

4m

角地緩和を適用。
公
園
等

道路

道路

敷 地

4m

公園等を含めた幅員を道路幅員とみなし

角地緩和を適用。
公
園
等

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条、細則第 21 条） 
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2m

4m

2m

例 7③と同様、空地の幅員は４ｍ未満であるが、法

第 43 条第２項の許可又は認定を受けた空地又は許可

又は認定を受けることが見込まれる空地と連続する

空地を道路状に整備した場合、角地緩和を適用。

例７ 敷地の片側が公園等のみに接する場合 

 ① 道路＋公園等の幅員の和が 10ｍ以上の場合 

 ② 道路＋公園等の幅員の和が 10ｍ未満の場合 

 ③ 公園等の幅員が４ｍ未満の場合 

例８ 法第 43条第２項空地と連続する空地の場合 

道路

敷 地

6m

4m

角地緩和を適用。

公園等

道路

敷 地

4m

4m

底辺が２ｍのすみ切りを整備していれ

ば角地緩和を適用。

：敷地面積に算入可

公
園
等

道路

敷 地

4m

3m

角地緩和を適用しない。

公園等の幅員が４ｍ未満であるため、

「道路の 1」の要件を満たさない。

公
園
等

道路状に整備された空地

道路

敷 地

4m

法第 43 条第２項の許可又は認定を受けた空地

又は許可又は認定を受けることが見込まれる空地

：敷地面積に算入可

：敷地面積に算入不可

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条、細則第 21条） 
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<改正経過> 

制定 11 川ま指第 471 号 平成 11年８月 24日まちづくり局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 53条、細則第 21条） 
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５－６ 令第 135条の 22第１項第１号に定める外壁の後退距離に 

対する制限の緩和規定の取扱いについて

都市計画において定められた外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物

の部分の外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さについては、下図のとおり算定するものとする

。 

外壁の後退距離と外壁面の交点から中心線に対して垂線が下ろせない場合 

Ｌ1 Ｌ2 1ｍ

中心線の長さ：「Ｌ１＋Ｌ２」

中心線の長さ：「Ｌ1」

中心線の長さ：「発生しない」

敷地境界線

外壁の後退距離

中心線

1ｍ
敷地境界線

外壁の後退距離

中心線

外壁面

参考 

外壁の後退距離と外壁面の交点から中心線に対して垂線が下ろせない部分がある場合 

1ｍ

Ｌ1

中心線 外壁の後退距離

敷地境界線

<改正経過> 

制定 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30 日 まちづくり局長 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 54条） 
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５－７ 道路斜線制限の取扱いについて 

標記の取扱いについて、昭和 62 年法律第 66号により建築基準法の一部及び昭和 62年政

令第 348 号により建築基準法施行令の一部が改正されたことに伴い、従前の取扱いに補足を

加えたので、今後疑義が生じた場合は、次により取扱われたい。 

１ 道路斜線制限を適用する前面道路（法第 56条第１項） 

法第 56 条第１項に規定する前面道路とは、敷地が２メートル以上接する道路をいい、

道路と敷地の間に水路等がある場合で、その部分に幅２メートル以上の橋を架けたと

き等においても、その道路を前面道路として取扱うものとする。 

２ 後退距離の算定に係る前面道路（法第 56 条第２項） 

前面道路が２以上ある場合における法第 56条第２項の規定は、それぞれの前面道路

ごとに取扱うものとし、交差し、若しくは接続し、又は屈曲する部分にある通常のす

み切りは考慮しないものとする。 

なお、前面道路が交差し、若しくは接続し、又は屈曲する場合において、それらの

部分の内角が 120 度を超える場合にあっては、その道路は、１の前面道路として取扱

うものとする。（図－1） 

（１） 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

敷 地 Ａ 敷 地 Ｂ

敷 地 Ｄ 敷 地 Ｃ

前面道路

前面道路 前面道路

前面道路

ａ ｂ

ｄ ｃ
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（２） 

（３） 

３ 前面道路の幅員が異なる場合（法第 56条第６項） 

前面道路の幅員が異なる場合における法第 56 条第６項の規定は、当該道路を２

以上の前面道路とみなして、令第 132 条の規定を適用するものとする。 

４ 前３項の取扱い事例は次によるものとする。ただし、特殊な場合については、道路

斜線制限の趣旨にそって個々に判断し、取扱うものとする。 

前面道路

敷 地 Ａ

敷 地 Ｃ

敷 地 Ｂ
ａ

ｃ
ｂ

前面道路

前面道路

敷 地 Ａ

敷 地 Ｂ
前面道路

α

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

図１ 内角の設定
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 行き止まり道路の場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア  道 路 斜 線 制 限 を 受

ける範囲 

イ 幅員 

ウ  前 面 道 路 の 境 界 線

から後退した建築物

に対する緩和の最小

距離 

取

扱

い

ア  幅 員 Ｗ の 道 路 が 回

転 す る も の と み な

し、敷地全体が制限

を受ける。 

イ  幅 員 は す べ て Ｗ と

する。 

〔具体例〕 

道 路 境 界 線 か ら ｄ 離

れ た 鎖 線 上 に お け る

高さ（ｈ）の限度は、

ｈ＝（Ｗ＋ｄ） 

× 25（ ５）

後

退

距

離

の

取

扱

い

ウ  １ の 道 路 に お け る

最小距離は、a を一律

に適用する。 

〔具体例〕 

道 路 境 界 線 か ら ｄ 離

れ た 鎖 線 上 に お け る

高さ（h'）の限度は、

h'＝（Ｗ＋ｄ＋ａ） 

× 25（ ５）

敷地

Ｗ

道

路

敷地

Ｗ

道

路

Ｗ

d d
d d

高さｈの等高線 高さｈの等高線

d

敷地 

Ｗ

道

路

Ｗ

d d

d

a a

c

b

a

建築物 

（ａ＜ｂ＜ｃ） 

高さ h'の等高線 高さ h'の等高線 

a
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 Ｔ字形道路の場合 

事

例

ア 幅員Ｗ1の道路の回り込

み 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートルの場合，

敷地は幅員Ｗ1 及びＷ2 の

道路に接しているものとみ

なし、回り込みを認める。 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ 幅員Ｗ1 の道路に対する

緩和の最小距離はａを、ま

た、幅員Ｗ2 の道路に対す

る緩和の最小距離も下図

からａを適用する。 

敷地 

道路Ｗ2

道路Ｗ1 （Ｗ1＞Ｗ2） 

敷地 

Ｗ

Ｗ2

敷地 

道路Ｗ2

Ｗ1

10ｍ 

Ｌ 2Ｗ1 かつ 35ｍ 

道路Ｗ1

10ｍ 

敷地 

道路Ｗ2 

道路Ｗ1 

Ｗ1

2Ｗ1 かつ 35ｍ 

a 

a 
b 

a 

a 

建築物 

敷地 

Ｗ1

a 
b 

建築物 

Ｗ2 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

敷地 

道路Ｗ2

Ｗ1

10ｍ 

Ｌ 2Ｗ1 かつ 35ｍ 

道路Ｗ1
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(3) 道路の反対側に川等がある場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア 幅員Ｗ１の道路による

緩和の範囲等 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア 令第 132 条、第 134 条第

１項及び第２項の規定に

より幅員Ｗ１の道路の幅

員をＷ１＋Ｂとみなし、２

（Ｗ１＋Ｂ）かつ 35 メー

トルの範囲について緩和

を認める。 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ 幅員Ｗ１の道路につい

ては河川の反対側の境界

線から外側に最小距離ａ

を、また、幅員Ｗ２の道路

については、最小距離ｂ

を適用する。 

敷地 道路 

川 

Ｗ1 Ｂ 

Ｗ2

川 

道 路 

敷
道路 

川

Ｗ1 Ｂ 

Ｗ2

川 

道 路 

2(Ｗ1＋Ｂ)かつ35ｍ以内

Ｗ1

＋ 
Ｂ 

10ｍ 

建築物 

道路 

川 

Ｗ1 Ｂ 

Ｗ2

川 

道 路 

2(Ｗ1＋Ｂ)かつ35ｍ以内 

Ｗ1

＋ 
Ｂ 

ａ ａ 

b 

10ｍ 
b 

b 
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 Ｔ字形交差点の反対側に川等がある場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

敷地 

道路 川 

Ｗ1 Ｂ 

川 

道路Ｗ2

道路 川 

Ｗ1 Ｂ 

川 

道路Ｗ2 

Ｌ 

10ｍ 2(Ｗ1＋Ｂ)かつ35ｍ 

Ｗ1

＋ 
Ｂ 

L 

敷地

建築物 

道路 川

Ｗ1 Ｂ 

川 

道路Ｗ2

10ｍ 

2(Ｗ1＋Ｂ)かつ35ｍ 

ａ 

ａ 

ａ b 

b

（ａ＜ｂ） 

Ｗ1 

＋ 
Ｂ 

事

例

ア 幅員Ｗ１の道路の回り込

み

イ 回り込みを認める場合

の幅員

ウ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートルの場合、

敷地は幅員Ｗ１及びＷ２の

道路に接しているものと

みなし、回り込みを認め

る。

イ 幅員はＷ１＋Ｂとする。

後

退

距

離

の

取

扱

い

ウ 敷地が幅員Ｗ１及びＷ２

の道路に接しているの

で、緩和の最小距離はａ

を一律に適用する。
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 前面道路の幅員が異なる場合（ケース１） 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア 幅員Ｗ1 の道路の回り

込み

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートルの場

合、敷地は幅員Ｗ１及び

Ｗ２の道路に接している

ものとみなし、回り込み

を認める。

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ １の道路なので、最小

距離はａを一律に適用

し、前面道路の反対側の

境界線は、その境界線に

垂直にａの距離だけ外側

にあるものとする。

道路Ｗ1
道路Ｗ2

敷地 

道路Ｗ1
道路Ｗ2

10ｍ 

2Ｗ1かつ35ｍ以内 

敷地 

Ｌ 

道路Ｗ1 道路Ｗ2

敷地 

10ｍ 

2Ｗ1かつ35ｍ以内 

建築物 

（ａ＜ｂ） 

ａ ａ 
ａ 

ａ

Ｗ1

ｂ 
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 前面道路の幅員が異なる場合（ケース２） 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア 前面道路の幅員の算定

イ 前面道路の回り込み

ウ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離

取

扱

い

ア及びイ Ｌ≧２メートル

の場合、敷地は幅員Ｗ1

の道路に接しているもの

とみなし、前号と同様に

回り込みを認める。（幅員

Ｗ1、Ｗ2、Ｗ3、・・・と

複数の道路があるものと

しての回り込みは認めな

いものとする。）

後

退

距

離

の

取

扱

い

ウ １の道路なので、最小

距離はａを一律に適用

し、前面道路の反対側の

境界線は、その境界線に

垂直にａの距離だけ外側

にあるものとする。

道路

敷地

敷地 

Ｌ 
10ｍ 

Ｗ1

2Ｗ1かつ35ｍ以内 

道路 

敷地 

10ｍ 
2Ｗ1かつ35ｍ以内 

Ｗ1

ａ 

ａ 
ａ 

ａ 

ｂ 

建築物 

道路 
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 敷地が広い道路に路地状部分で接している場合 

事

例

ア 幅員Ｗ1 の道路の回り

込み 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートルの場

合、①のエリアは幅員Ｗ1

の道路及び幅員Ｗ2 の道

路の幅員がＷ1 あるもの

とみなした斜線制限を、

②のエリアは幅員Ｗ2 の

道路斜線制限を受ける。 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ 幅員Ｗ1及びＷ2それぞ

れの道路ごとに最小距離

を適用する。 

道路Ｗ1

敷地 

道路 

Ｗ2 Ｗ1＞Ｗ2 

道路Ｗ1

Ｗ2 

Ｌ 

10ｍ 
Ｗ1 

① 

① 

② 

敷地 

道路 

2Ｗ1

か 
つ 
35 
ｍ 
以 
内 

道路Ｗ1

敷地 

Ｗ2

Ｌ 

10ｍ Ｗ1

ｂ 

ｂ ｂ 

建築物 

ａ 

ａ 

道路Ｗ2

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 
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 道路の反対側に公園がある場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア 公園による緩和の及ぶ

範囲 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア   部分が、公園の緩

和を受ける。（前面道路は

１なので、回り込みの緩

和は受けない。) 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ最小距離はａを適用す

る。 

敷地 

公 園 

道路Ｗ1

敷地 

公 園 

道路Ｗ1

公 園 

道路Ｗ1

ａ 

ａ 

ａ 

ａ 

建築物 

ｂ 
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 敷地が道路に路地状部分で接している場合 

事

例

ア １の道路に対して敷地

が路地状部分で接する場

合の道路斜線制限を受け

る範囲 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア   部分が、道路斜線

制限を受ける範囲であ

る。 

（Ｌ≧２メートルの場合） 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ最小距離はｂを適用す

る。

道路Ｗ

隣  地

敷地

道路Ｗ

隣  地

敷地

Ｌ

道路Ｗ

隣  地

建 築 物

Ｌ

ｂ

ｂａ

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 



Ⅴ- 40

 １の道路に対して敷地が隣地を囲む場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア １の道路に対して敷地

が隣地（宅地）を囲む場

合の道路斜線制限を受け

る範囲 

イ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートル又は 

Ｌ'≧２メートルの場合、

道路Ｗの斜線制限を受け

る 

後

退

距

離

の

取

扱

い

イ 最小距離はａを適用す

る。 

道路Ｗ

隣  地

敷地

道路ＷＬ Ｌ’

隣  地

敷地

道路Ｗ

隣  地

建 築 物

ｂ
ａ

ａ
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 水路等を隔てて道路がある場合 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 

事

例

ア 幅員Ｗ1 の道路による

斜線制限を受ける場合 

イ 斜線制限を受ける場合

の道路幅員 

ウ 「Ａかつ 35 メートル以

内の起点」 

エ 前面道路の境界線から

後退した建築物に対する

緩和の最小距離 

取

扱

い

ア Ｌ≧２メートルの橋を

架けた場合、道路斜線制

限を受けるものとする。 

イ 幅員はＷ1＋Ｂとする。

ウ 敷地と水路等との間の

境界で接しているものと

みなし、起点はその境界

線とする。 

後

退

距

離

の

取

扱

い

エ 幅員Ｗ1 の道路につい

ては、敷地と水路等との

間の境界に道路境界線が

あるものとみなし最小距

離ａを、また、幅員Ｗ2

の道路については、最小

距離ｄを適用する。 

※ 道路の反対側の敷地の

取扱い 

道路Ｗ１

敷地

水路等Ｂ

道路Ｗ２ ・ ・

橋

道路Ｗ１

水路等Ｂ 

道路Ｗ２ ・

橋 

Ｌ 
ａ 

ｂ 

ｄ 

ｃ 

ｄ 

ｄ 

ａ 

（ａ＜ｂ＜ｃ） 

10m 

道路Ｗ１

水路等Ｂ 

道路Ｗ２ ・ ・

橋 

Ｌ

10m 

＋
Ｂ

Ｗ１ 

＋ 
Ｂ 

敷地 

（ 
 
 
)

か
つ

以
内

35 
m

２

Ｗ１ 

＋ 
Ｂ 

Ｗ１ 

＋ 
Ｂ 

（ 
 
 
)

か
つ

以
内

35 
m

２

Ｗ１ 

＋ 
Ｂ 

Ｗ１ 

＋ 
Ｂ 

道路Ｗ

川Ｂ

建 築 物

敷地ａ

隣地
ａ

Ｌ 
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<改正経過> 

制定 昭和 59年３月 31日 

改正 63 川建指第 201 号昭和 63 年６月 10 日建築局長 

改正 ８川建指第 191 号平成８年５月 29 日建築局長 

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条） 
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５－８ 建築基準法第56条第６項の緩和措置に係る線路敷の取扱い

について

標記については、「昭和 45 年 10 月 15 日住街発第 1215 号広島県土木部建築部長あて」例

規及び「昭和 46 年１月 29 日住街発第 93 号千葉県土木部長あて」例規により、法第 56 条

第６項（令第 134 条）に規定する「建築物の敷地が公園、広場、川若しくは海（水面）そ

の他これらに類するものに接する場合」又は「前面道路の反対側に公園、広場、水面その

他これらに類するものがある場合」に該当するものと解される旨の回答が示されているが、

駅舎等の建築物の部分にあってはこの適用がないものとして取扱われたい。 

５－８ 令第１３５条の４第１項第１号又は法第５８条に基づく 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 403 号 昭和 61年２月 12日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 22 川ま情第 988 号 平成 22年９月１日 まちづくり局長  

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条、令第 134 条） 
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５－９ 令第135条の４第１項第１号又は法第58条に基づく川崎都

市計画高度地区ただし書第１項第１号に定める北側斜線

制限の緩和規定の取扱いについて

建築物の敷地が北側で水面等に接し、その反対側に道路がある場合における当該水面等

に接する隣地境界線は、当該水面等の幅員と道路の幅員の和の２分の１だけ外側にあるも

のとみなす。 

<改正経過> 

制定 60 川建調第 290 号 昭和 60年 10 月９日 建築局長 

道路の反対側の境界線 

隣地境界線とみなす線 
道路Ｂ 

水路Ａ 

(Ａ＋Ｂ)/2 

(Ａ＋Ｂ)/2 

建 築 物 の 敷 地

Ｎ

第５章 建築物の形態関係規定 

（法第 56条、法第 58 条） 
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第６章 雑則関係規定 

6-1 令第 137 条の７の規定による増築又は改築の取扱いについて
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６－１ 令第 137 条の７の規定による増築又は改築の取扱いについ

て 

標記について、以下のとおり取扱うものとする。 

１ 敷地に変更がある場合の増築又は改築は基準時における敷地内におけるものとす

る。 

２ 法第 3条第 2項の規定により法第 48条第 1項から第 13項までの規定の適用を受け

ない建築物（以下「既存不適格建築物」という。）の床面積の合計は、同一棟、別

棟にかかわらず敷地単位で判断するものとする。

（「昭和 26 年 11 月 7 日住指発第 534 号京都府知事あて」例規参照）

３ 増築又は改築を繰り返すことにより、基準時から存在している建築物が消滅した場

合においては、それ以降、増改築はできないものとする。 

（「昭和 26 年 9 月 18 日住指発第 850 号岐阜県建築課長あて」例規参照）

（法第 86条の７、令第 137 条の７） 

第６章 雑則関係規定 
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〔事例〕

事例 1：既存不適格建築物が一棟ある場合【ケース１：改築】 

（既存不適格建築物の延べ面積はすべて適合しない用途に供するものとする。） 

既存不適格建築物 A（延べ面積は A とする。）を除却し、A’ （延べ面積は A’とする。）

に改築する場合の延べ面積の限度は、

Ａ'≦1.0Ａ

となる。

※基準時から存在している建築物が消滅したので、これ以降は増改築をすることは

できない。

事例 2： 既存不適格建築物が一棟ある場合【ケース２：増築】 

（既存不適格建築物の延べ面積はすべて適合しない用途に供するものとする。） 

 (1) 既存不適格建築物 A（延べ面積は A とする。）に A1 （延べ面積は A1 とする。）

を増築する場合の延べ面積の限度は、

A＋A1≦1.2A 
となる。

(2) その後 A を除却し、A2（延べ面積は A2 とする。）を増築する場合の延べ面積の

限度は、

A1＋A2≦1.2A 
となる。

※基準時から存在している建築物が消滅したので、これ以降は増改築をすることは

できない。

（2） （1） 
A A

A1 A1

A2

基準時から存在している既存不適格建築物 基準時には存在していない既存不適格用途の建築物

A A’

（法第 86条の７、令第 137 条の７） 

第６章 雑則関係規定 



Ⅵ- 4

事例 3：敷地内に既存不適格建築物が２棟ある場合 

（既存不適格建築物の延べ面積はすべて適合しない用途に供するものとする。） 

 (1)２棟の既存不適格建築物Ａ（延べ面積はＡとする。）及びＢ（延べ面積はＢとする

。）のうち、Ｂを除却し、Ｂ1（延べ面積はＢ1 とする。）を増築する場合の延べ面

積の限度は、 

  Ａ＋Ｂ1≦1.2（Ａ＋Ｂ） 

となる。 

(2)その後Ａを除却し、Ａ1（延べ面積はＡ1とする。）を増築する場合の延べ面積の

限度は、 

  Ａ1＋Ｂ1≦1.2（Ａ＋Ｂ） 

となる。 

※基準時から存在している建築物が消滅したので、これ以降は増改築をすることは

できない。

A1 Ｂ1

Ｂ1AA Ｂ

（2） 

（1） 

基準時から存在している既存不適格建築物 基準時には存在していない既存不適格用途の建築物

（法第 86条の７、令第 137 条の７） 

第６章 雑則関係規定 
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事例 4：敷地内に基準時から存在している既存不適格建築物が１棟と適格建築物が１棟あ

る場合 

（既存不適格建築物の延べ面積はすべて適合しない用途に供するものとする。） 

(1)既存不適格建築物Ａ（延べ面積はＡとする。）及び適格建築物Ｂ（延べ面積はＢと

する。）のうち、A を除却し、A1（延べ面積は A1 とする。）を増築する場合の延べ

面積の限度は、

Ａ1≦1.2Ａ 

となる。

(2)その後、B を除却し、B1（延べ面積は B1 とする。）を増築する場合の延べ面積の

限度は、

Ａ1＋Ｂ1≦1.2（Ａ＋Ｂ）

となる。

※基準時から存在している建築物が消滅したので、これ以降は増改築をすることはで

きない。

<改正経過> 

制定 62 川建調第 26 号 昭和 62年４月 25日 建築局長 

改正 ８川建指第 191 号 平成８年５月 29日 建築局長 

改正 17 川ま指第 1116 号 平成 18 年４月１日 まちづくり局長 

改正 28 川ま建管第 3587 号 平成 29年 3月 22 日 まちづくり局長 

改正 31 川ま建管第 1016 号 令和２年３月 30日 まちづくり局長 

（2） 

（1） 
A Ｂ

A1 Ｂ1

A1 Ｂ

基準時から存在している適格建築物 基準時には存在していない適格建築物

基準時から存在している既存不適格建築物 基準時には存在していない既存不適格用途の建築物

（法第 86条の７、令第 137 条の７） 

第６章 雑則関係規定 
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